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４．環境と調和した社会の実現
　良好な環境の保全と創出

東日本大震災津波による北上川における河川汽水域への影響･･･････････････････････････････････環境研究部 86

底泥の化学組成等を用いた底泥輸送の推定技術の開発について･･･････････････････････沿岸海洋・防災研究部 87

東京湾に流入するゴミ量の推定･･･････････････････････････････････････････････････沿岸海洋・防災研究部 88

地域生態系の保全に配慮したのり面緑化工の手引き･･･････････････････････････････････････････環境研究部 89

「美しい国づくりのためのみちしるべ」（仮称）の作成･･･････････････････････････････････････････環境研究部 90

ヒートアイランド対策のための都市計画技術の低炭素都市づくりガイドラインと「エコまち法」による活用････ 都市研究部、建築研究部 91

市民・河川管理者間の情報共有システムの提案･･･････････････････････････････････････････････環境研究部 92

ダムにおける中規模フラッシュ放流に関する検討･････････････････････････････････････････････環境研究部 93

今後の沿道大気環境対策の方向性立案に向けた調査研究･･･････････････････････････････････････環境研究部 94

さらなる道路交通騒音対策へ新たな展開･････････････････････････････････････････････････････環境研究部 95

建物用途に起因する住民苦情と周辺影響対策に関する調査結果について･････････････････････････都市研究部 96

波を活かして海浜植生を再生させる･････････････････････････････････････････････････････････河川研究部 97

沿岸域の総合的管理に向けた行政、市民、研究者の連携プロジェクト･････････････････沿岸海洋・防災研究部 98

山間部河川における小水力発電の円滑な導入のための維持流量設定手法の検討･･･････････････････河川研究部 99

５．地球規模の気候変動への対応
　気候変動への適応策

気候変動への適応の仕方を左右する将来の豪雨増大予測の「幅」･････････････････････････････････河川研究部 100

気候変動を踏まえた将来の水資源管理について～地下水の適正な利用と保全に向けた解析技術の評価～･･･河川研究部 101

将来的な豪雨増加に応じた都市雨水対策の推進･････････････････････････････････････････････下水道研究部 102

　気候変動の緩和策
社会資本 LCA の汎用性向上の検討と低炭素技術の採用による二酸化炭素削減効果の評価の試み･････環境研究部 103

下水道革新的技術実証事業（B-DASH プロジェクト）の実証研究･････････････････････････････････下水道研究部 104

下水道の地球温暖化対策･････････････････････････････････････････････････････････････････下水道研究部 105

実道路上における貨物車の自動車排出ガス特性の把握･････････････････････････････････････････環境研究部 106

サグ部における渋滞緩和に効果的な走行方法に関する公道走行実験の実施･･･････････高度情報化研究センター 107

電気自動車への走行中非接触給電･･･････････････････････････････････････････････高度情報化研究センター 108

都市における地産地消型再生可能エネルギー活用に関する研究･････････････････････････････････環境研究部 109

共同溝における水素供給実験を公開･････････････････････････････････････････････････････････建築研究部 110

地中熱の建物利用･････････････････････････････････････････････････････････････････････････建築研究部 111

６．国づくりを支える総合的な手法の確立
　行政の効率化

『施工パッケージ型積算方式』の導入による積算効率化の取り組み･････････････････総合技術政策研究センター 112

詳細設計業務成果の品質確保策に関する検討（条件明示ガイドラインの作成）･･･････総合技術政策研究センター 113

調査・設計等分野における入札・契約の動向について･･･････････････････････････総合技術政策研究センター 114

設計・施工一括及び詳細設計付工事発注方式運用ガイドライン（案）の改定･････････総合技術政策研究センター 115

国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドラインの改定について･総合技術政策研究センター 116

設計、施工、維持管理にわたる橋梁の３次元データ利活用･････････････････････････高度情報化研究センター 117

「ＴＳを用いた出来形管理」に関わるソフトウェアの機能確認ガイドラインの策定･････高度情報化研究センター 118

公共事業の評価手法の高度化に向けて～貨幣換算していない効果の取扱い～･･･････総合技術政策研究センター 119

道路交通の旅行時間信頼性指標･････････････････････････････････････････････････････････････道路研究部 120
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＜研究室索引＞

所　　属 頁 所　　属 頁

企画部 国際研究推進室 84

都市研究部

都市計画研究室 50,74

環境研究部

河川環境研究室 86.92.93.126 都市施設研究室 74

道路環境研究室 94.95.103.106.127 都市防災研究室 74

緑化生態研究室 89.90.109 都市開発研究室 60.91.96

下水道研究部
下水道研究室 43.65.102 沿岸海洋・ 

防災研究部

海洋環境研究室 87,98

下水処理研究室 44.104.105 沿岸域システム研究室 88

河川研究部

河川研究室 31.69.72.100.126.131.133
港湾研究部

港湾計画研究室 78,81

海岸研究室 32.33.40.97 港湾システム研究室 77,78

水資源研究室 36.37.99.100.101

空港研究部

空港計画研究室 57,79,80

道路研究部

道路研究室 76.83.85.120 空港施設研究室 70

道路構造物管理研究室 66.67.68 空港施工システム室 125

道路空間高度化研究室 58.59.76

総合技術政策 

研究センター

建設システム課 52.63.64.112.113

建築研究部

基準認証システム研究室 30.45.46.47.54.61.110.111.124 建設経済研究室 53.60.73.121

構造基準研究室 45.50.61 評価システム研究室 47.48.49.54.62

防火基準研究室 46 建設マネジメント技術研究室 114.115.116.119

環境・設備基準研究室 47.60.91.110.111 高度情報化 

研究センター

情報基盤研究室 108.117.118.123.129.130

住宅研究部

住宅計画研究室 51,75 高度道路交通システム研究室 71.82.107.122.128

住宅ストック高度化研究室 61
危機管理技術 

研究センター

砂防研究室 34.39.54.55

住環境計画研究室 60 水害研究室 38,56

住宅生産研究室 51,75 地震防災研究室 35.41.42

※部付きの官及び主任研究官は所属の筆頭研究室等に記載。
※気候変動研究チームは河川研究室に記載。
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